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20２５人事院勧告・報告

特例業務の範囲厳格化、月途中採用者の通勤手当支給、再採用制度整備に言及！
月例給、特別給ともに引上げ勧告！県人事委は比較対象企業規模を見直し、全世代でのプラス勧告を！

人事院は８月７日、行政課題の複雑化・多様化や厳しい人材獲得競争を踏まえ、比較対象企業規模を「50人以上」から「100人以上」に引き上げた上で、官民較差3.62％（15,014円）を埋めるため、俸給月額を引き上げるとともに、特別給（ボーナス）の年間支給月数については0.05月引き上げ、4.65月とする給与勧告を行いました。その概要は次のとおりです。

給 与 勧 告 の 骨 子

民間給与との比較に基づく給与改定等

１　民間給与との比較
約11,900民間事業所の約50万人の個人別給与を調査（完了率82.4％）。
＜月例給＞
民間の2025年４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士を比較（企業規模100人以上のもの）。

○　民間給与との較差　　15,014円（3.62％）
〔行政職俸給表(一)適用職員…現行給与 414,480円、平均年齢 41.9歳〕
＜特別給（ボーナス）＞　
昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間の支給月数を比較
○民間の支給割合　4.65月〔公務の支給月数4.60月〕

２　給与改定の内容と考え方
　＜月例給＞
民間企業における初任給の動向等を踏まえ、総合職試験及び一般職試験（大卒程度）に係る初任給を12,000円、一般職試験（高卒者）に係る初任給を12,300円引上げ。これを踏まえ、おおむね30歳台後半までの職員が在職する号俸に重点を置いた改定を行うとともに、その他の職員が在職する号俸については、改定額を逓減させつつ引上げ改定を行う。
（平均改定率：全体3.3％）

＜特別給（ボーナス）＞
民間の支給状況に見合うよう引上げ
4.60月分→4.65月分
民間支給状況等を踏まえ、民間の特別給の支給状況等を踏まえ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分する
（一般の職員）

	年
	区分
	６月期
	12月期

	25年度
	期末
	1.25月（支給済）
	1.275月

	
	勤勉
	1.05月（支給済）
	1.075月

	26年度
	期末
	1.2625月
	1.2625月

	
	勤勉
	1.0625月
	1.0625月


（再任用職員）

	年
	区分
	６月期
	12月期

	25年度
	期末
	0.7月（支給済）
	0.725月

	
	勤勉
	0.5月（支給済）
	0.525月

	26年度
	期末
	0.7125月
	0.7125月

	
	勤勉
	0.5125月
	0.5125月


 [実施時期]
・月例給／2025年4月1日
・特別給／法律の公布日
３　通勤手当
（1）自動車等使用者に対する通勤手当の見直し
　民間における支給実態を踏まえ、2026年４月から上限を「100㎞以上」とし、「60㎞以上」の部分について５㎞刻みで新たな距離区分を設ける。

また、現行の「10㎞以上15㎞未満」から「60㎞以上」までの距離区分についても、民間の支給状況等を踏まえ、200円から7,100円までの幅で引上げ改定を行い、2025年４月に遡及して実施

（2）月の途中で採用された職員等の通勤手当
　月の途中で採用された職員等に対し、採用日等から通勤手当を支給できるよう、通勤手当の支給等に係る規定に関し所要の措置を講じ、2026年10月から実施。
～人事院報告のポイント～
１　官民給与の比較方法の見直し
　今年から比較対象とする企業規模を「50人以上」から「100人以上」と見直す。
⇒自治労県職労ではこれまでも、適切な勧告を行うため、平成18年以前の100人以上に戻すよう要請を行ってきており、今回の措置は一定の評価ができます。
２　在級期間制度の廃止
　職員が昇格するために、一定の期間昇格前の級に在級することを求める在級期間に係る制度を廃止。
⇒本県においても、経験者採用に見合った昇格運用または給与の格付けの改善を図る必要があります。
３　特例業務の範囲の厳格化に向けた取組
　月100時間等の上限を超える超過勤務の最小化のため、特例業務の範囲に関する判断を厳格にするよう指導を強化
⇒特例を安易に適用しないよう、事案が特例であるか否かの判断について、組合と協議を行うルール作りが必要です。
４　一度離職した者の採用を可能とする制度整備
　公務を一度離職した者は、専門性を有する即戦力として重要な人材となるため、適切なタイミングで柔軟に再採用できるよう2026年度から制度の運用を開始。
⇒離職者の増加に対する抜本的な対策を講ずるとともに、理由を必要としない再採用の導入を検討することが必要です。
※これまで自治労県職労が要求してきた上記の項目について人事院は言及しました。県人勧にも反映されるよう取り組みを進めていきます。
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１　一般の職員

級

号 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率

1 1835 1958 123 6.70% 2300 2420 120 5.22% 2653 2763 110 4.15% 2988 3098 110 3.68%

5 1880 2003 123 6.54% 2360 2475 115 4.87% 2693 2803 110 4.08% 3046 3155 109 3.58%

9 1945 2067 122 6.27% 2420 2531 111 4.59% 2733 2842 109 3.99% 3091 3200 109 3.53%

13 2010 2131 121 6.02% 2474 2581 107 4.32% 2774 2882 108 3.89% 3154 3262 108 3.42%

17 2074 2194 120 5.79% 2521 2628 107 4.24% 2825 2932 107 3.79% 3217 3324 107 3.33%

21 2136 2256 120 5.62% 2564 2670 106 4.13% 2873 2979 106 3.69% 3280 3387 107 3.26%

25 2200 2320 120 5.45% 2604 2710 106 4.07% 2924 3029 105 3.59% 3342 3449 107 3.20%

29 2256 2376 120 5.32% 2639 2744 105 3.98% 2966 3070 104 3.51% 3409 3516 107 3.14%

33 2300 2420 120 5.22% 2670 2774 104 3.90% 3013 3116 103 3.42% 3474 3581 107 3.08%

37 2344 2458 114 4.86% 2700 2803 103 3.81% 3065 3167 102 3.33% 3543 3650 107 3.02%

41 2382 2492 110 4.62% 2730 2832 102 3.74% 3117 3219 102 3.27% 3600 3707 107 2.97%

45 2414 2518 104 4.31% 2760 2860 100 3.62% 3163 3264 101 3.19% 3637 3743 106 2.91%

49 2438 2541 103 4.22% 2788 2886 98 3.52% 3214 3314 100 3.11% 3676 3782 106 2.88%

53 2460 2562 102 4.15% 2815 2911 96 3.41% 3264 3364 100 3.06% 3700 3806 106 2.86%

57 2473 2575 102 4.12% 2841 2936 95 3.34% 3304 3403 99 3.00% 3723 3828 105 2.82%

61 2485 2587 102 4.10% 2867 2961 94 3.28% 3336 3435 99 2.97% 3746 3851 105 2.80%

65 2497 2599 102 4.08% 2890 2982 92 3.18% 3361 3459 98 2.92% 3766 3871 105 2.79%

69 2509 2611 102 4.07% 2912 3003 91 3.13% 3386 3484 98 2.89% 3789 3894 105 2.77%

73 2521 2623 102 4.05% 2934 3024 90 3.07% 3406 3504 98 2.88% 3810 3915 105 2.76%

77 2533 2635 102 4.03% 2948 3036 88 2.99% 3423 3520 97 2.83% 3828 3932 104 2.72%

81 2545 2647 102 4.01% 2958 3046 88 2.97% 3441 3538 97 2.82% 3845 3949 104 2.70%

85 2557 2659 102 3.99% 2968 3056 88 2.96% 3456 3553 97 2.81% 3861 3965 104 2.69%

89 2569 2671 102 3.97% 2980 3067 87 2.92% 3470 3567 97 2.80%

93 2581 2683 102 3.95% 2992 3078 86 2.87% 3484 3581 97 2.78%

97 3003 3089 86 2.86% 3498 3594 96 2.74%

101 3016 3101 85 2.82% 3515 3611 96 2.73%

105 3027 3112 85 2.81% 3532 3628 96 2.72%

109 3038 3123 85 2.80% 3547 3642 95 2.68%

113 3051 3135 84 2.75%

117 3062 3146 84 2.74%

121 3074 3157 83 2.70%

125 3085 3168 83 2.69%

級 8 9 10

号 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率

1 3213 3326 113 3.52% 3552 3668 116 3.27% 4083 4207 124 3.04%

5 3283 3396 113 3.44% 3617 3733 116 3.21% 4157 4281 124 2.98%

9 3350 3462 112 3.34% 3680 3795 115 3.13% 4227 4351 124 2.93%

13 3415 3527 112 3.28% 3746 3861 115 3.07% 4287 4411 124 2.89%

17 3476 3588 112 3.22% 3817 3932 115 3.01% 4337 4461 124 2.86%

21 3537 3648 111 3.14% 3885 4000 115 2.96% 4387 4511 124 2.83%

25 3599 3710 111 3.08% 3941 4056 115 2.92% 4417 4541 124 2.81%

29 3665 3775 110 3.00% 3986 4101 115 2.89% 4442 4566 124 2.79%

33 3715 3825 110 2.96% 4027 4142 115 2.86% 4466 4590 124 2.78%

37 3753 3862 109 2.90% 4054 4168 114 2.81% 4482 4606 124 2.77%

41 3787 3896 109 2.88% 4073 4187 114 2.80% 4496 4618 122 2.71%

45 3817 3926 109 2.86% 4084 4198 114 2.79% 4509 4630 121 2.68%

49 3843 3952 109 2.84% 4095 4209 114 2.78%

53 3866 3975 109 2.82% 4106 4219 113 2.75%

57 3887 3996 109 2.80% 4117 4230 113 2.74%

61 3908 4017 109 2.79% 4127 4240 113 2.74%

65 3927 4036 109 2.78% 4137 4250 113 2.73%

69 3942 4050 108 2.74% 4147 4260 113 2.72%

73 3952 4060 108 2.73% 4157 4270 113 2.72%

77 3962 4070 108 2.73%

81 3972 4080 108 2.72%

85 3982 4090 108 2.71%

２　再任用職員

級

現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率

1920 2003 83 4.32% 2195 2278 83 3.78% 2600 2695 95 3.65% 2797 2901 104 3.72%

級

現行 改定 額 率 現行 改定 額 率 現行 改定 額 率

2949 3057 108 3.66% 3206 3319 113 3.52% 3627 3748 121 3.34%

5 6 7 8～10



省略

行政職俸給表（１）
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1 2 3 4

省略


自治労県職連合

第17回定期大会

自治労県職労

第44回定期大会

全ての職場から参加を！
○場所：波止場会館４階
○日時：9月5日（金）
13時45分～
○　本年の給与勧告のポイント


民間給与との較差(3.62％)を埋めるため､初任給及び若年層の俸給月額を引上げ 


ボーナスを引上げ(0.05月分)、期末手当及び勤勉手当に0.025月ずつ。








